
　
本
市
で
は
、
市
民
の
た
め
の
ま
ち
づ

く
り
を
実
現
し
、
必
要
な
市
民
サ
ー
ビ

ス
を
維
持
す
る
た
め
に
、
市
税
を
は
じ

め
と
す
る
自
主
財
源
の
確
保
に
努
め
て

い
ま
す
。
ま
た
、
市
税
な
ど
の
担
当
課

で
構
成
す
る
収
納
対
策
本
部
を
設
置

し
、
さ
ま
ざ
ま
な
収
納
対
策
を
実
施
す

る
こ
と
に
よ
り
、
部
局
を
超
え
た
収
入

確
保
の
取
り
組
み
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
　

市
税
の
滞
納
整
理
の
取
り
組
み

　
市
税
の
滞
納
額
を
縮
減
し
収
納
率

の
向
上
を
図
る
た
め
、
督
促
状
発
送
後

も
完
納
に
至
ら
な
い
場
合
に
は
、
催
告

や
差
押
予
告
な

ど
の
文
書
で
納

付
を
促
し
ま
す
。

そ
れ
で
も
納
付

い
た
だ
け
な
い
場

合
、
財
産
調
査
を

行
い
、
必
要
な
差
し
押
え
を
行
っ
て
い

ま
す
。

　
　

市
税
以
外
の
債
権
に

　
　

対
す
る
取
り
組
み

　
公
債
権
（
児
童
ク
ラ
ブ
事
業
利
用
者

負
担
金
な
ど
）
や
私
法
上
の
債
権
（
奨

学
資
金
貸
付
金
な
ど
）
は
、
督
促
状
や

催
告
書
発
送
後
も
完
納
に
至
ら
な
い
場

合
、
支
払
督
促
や
少
額
訴
訟
な
ど
、
積

極
的
に
裁
判
手
続
き
に
着
手
し
て
い
き

ま
す
。

　
　

生
活
再
建
型
滞
納
整
理
の

　
　

取
り
組
み

　
借
入
れ
な
ど
で
納
付
し
た
く
て
も
納

付
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
人
に
対
し

て
、
弁
護
士
に
よ
る
債
務
整
理
（
過
払

い
金
返
還
請
求
）
を
促
し
、
過
払
い
金

の
一
部
を
市
税
に
充
当
す
る
な
ど
、
生

活
再
建
型
滞
納
整
理
に
積
極
的
に
取

り
組
ん
で
い
ま
す
。
　

　
　

市
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
利
用

　
　

制
限
の
取
り
組
み

　
受
益
と
負
担
の
公
平
性
を
確
保
す

る
た
め
、
市
民
や
事
業
者
な
ど
に
市
の

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
際
、
市
税

を
完
納
し
て
い
る
こ
と
を
条
件
と
す
る

な
ど
、
納
税
の
促
進
を
図
っ
て
い
ま

す
。
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CLIP1

CLIP

4

市
政
C
L
I
P

宮
崎
市
か
ら
の
お
知
ら
せ宮

崎
市
副
市
長
に

就
任
し
ま
し
た

CLIP2
宮
崎
市
の
組
織
が

改
編
さ
れ
ま
し
た

①
地
域
振
興
部
地
域
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
課
に「
地
域
ま
ち
づ
く
り
推
進

室
」を
新
設

　
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
へ
の
支
援

を
強
化
し
、
地
域
の
特
色
を
生
か
し
た

ま
ち
づ
く
り
を
さ
ら
に
推
進
し
な
が

ら
、
地
域
で
の
活
動
や
課
題
な
ど
の
情

報
を
有
効
に
活
用
し
、
全
地
域
の
均
衡

あ
る
取
り
組
み
を
促
進
し
ま
す
。

②
総
務
部
危
機
管
理
局「
危
機
管
理

課
」の
体
制
を
強
化

　
南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
を
想
定
し
た

津
波
避
難
計
画
の
策
定
や
地
域
防
災
計

画
の
見
直
し
、
津
波
避
難
施
設
の
建
設

な
ど
を
行
い
ま
す
。

　
地
域
の
防
災
力
向
上
を
支
援
す
る
地

域
防
災
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
、
新
た

に
配
置
し
体
制
を
強
化
し
ま
す
。

③
教
育
委
員
会
に「
学
校
施
設
課
」

を
新
設

　
学
校
施
設
の
充
実
や
、
快
適
で
良
好

な
教
育
環
境
の
創
出
に
努
め
ま
す
。
施

設
の
長
寿
命
化
対
策
の
推
進
や
自
然
災

害
に
対
す
る
安
全
性
の
向
上
な
ど
に
、

よ
り
素
早
く
対
応
し
て
い
く
た
め
、
教

育
委
員
会
企
画
総
務
課
か
ら
学
校
施
設

の
整
備
改
修
な
ど
の
業
務
を
分
割
独
立

さ
せ
ま
す
。

昭和43年旧清武町役場入庁。都市計画
課長や耕地課長、水道部長などを経
て、平成18年3月退職。平成26年3月
23日から宮崎市副市長に就任(清武町
合併特例区長を兼務)。

小倉 輝弘 おぐら てるひろ

組
織
改
編
の
主
な
も
の

④
健
康
管
理
部
保
健
医
療
課
に「
医

療
政
策
推
進
室
」を
新
設

　
医
療
に
お
け
る
課
題
に
適
切
に
対
応

し
、
市
民
が
将
来
に
わ
た
っ
て
安
心
し

て
質
の
高
い
医
療
を
受
け
ら
れ
る
よ

う
、
持
続
可
能
な
医
療
提
供
体
制
の
再

構
築
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

⑤
福
祉
部
子
ど
も
課
に「
子
ど
も
子

育
て
新
制
度
係
」を
新
設

　
幼
児
期
の
学
校
教
育
や
保
育
、
地
域

の
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
を
総
合
的
に

推
進
す
る
た
め
に
平
成
27
年
4
月
か
ら

導
入
が
予
定
さ
れ
て
い
る
「
子
ど
も
・

子
育
て
支
援
新
制
度
」
に
向
け
て
、
認

定
こ
ど
も
園
制
度
の
改
善
や
、
新
た
な

給
付
制
度
に
的
確
に
対
応
し
ま
す
。

その他の組織改編
（１）新設するもの

上下水道局　管理部　総務課　経営企画係

（２）分割を行うもの
福祉部　障がい福祉課　審査給付係
　　福祉部　障がい福祉課　審査第一係・審査第二係

（３）統合を行うもの
地域振興部　佐土原総合支所　市民福祉課
市民係・税務国保年金係
　　地域振興部　佐土原総合支所　市民福祉課　市民係

（４）所管換えを行うもの
企画財政部　企画政策課　国際交流係　
　　企画財政部　秘書課　国際交流係

（５）名称変更を行うもの

農政部　農商工連携室を廃止
　　農政部　農政企画課で業務継続

地域振興部　佐土原総合支所　建設課　建設係・維持係
　　地域振興部　佐土原総合支所　建設課　建設維持係

地域振興部　地域コミュニティ課　公民館係
　　地域振興部　地域コミュニティ課　地域学習係
福祉部　社会福祉課　就労支援係
　　福祉部　社会福祉課　自立就労支援係
健康管理部　保健医療課　企画政策係
　　健康管理部　保健医療課　管理係
上下水道局　管理部　経営戦略課　経営戦略係・財務係
　　上下水道局　管理部　財務課　財務第一係・財務第二係

　
こ
の
た
び
副
市
長
に
就
任
い
た
し

ま
し
た
。
今
ま
で
の
経
験
を
生
か
し

て
、
微
力
で
は
ご
ざ
い
ま
す
が
、「
市

民
が
主
役
の
市
民
の
た
め
の
ま
ち
づ

く
り
」
を
念
頭
に
、
市
民
の
皆
さ
ま

の
お
力
添
え
を
頂
き
な
が
ら
、
誠
心

誠
意
努
力
し
て
ま
い
る
所
存
で
ご
ざ

い
ま
す
。

　
市
民
の
皆
さ
ま
と
一
緒
に
な
っ
て
、

明
る
く
元
気
な
宮
崎
市
を
つ
く
る
た

め
、
日
々
努
力
い
た
し
ま
す
の
で
、

関
係
各
位
の
ご
指
導
と
ご
鞭
撻
を
賜

り
ま
す
よ
う
、
よ
ろ
し
く
お
願
い
申

し
上
げ
ま
す
。

農
業
者
へ
の

交
付
金
が
あ
り
ま
す

　
次
の
交
付
申
請
を
、
総
合
支
所
や

地
域
セ
ン
タ
ー
で
受
け
付
け
ま
す
。

締
め
切
り
は
6
月
30
日（
月
）で
す
が
、

書
類
の
準
備
や
確
認
な
ど
が
あ
り
ま

す
の
で
、
早
め
に
手
続
き
を
し
て
く

だ
さ
い
。

CLIP3
市
税
な
ど
は
納
期
限

内
に
納
め
ま
し
ょ
う

　販売目的で作物を生産する農家や営農集団を対象
に、作物に応じた交付金を国が直接支払います。主な
内容は、次の3つです。 (a＝アール）

↓↓ ↓↓↓↓

【お願い】組織改編に伴い、平成26年4月以降も旧組織名が印刷された封筒、はがきなどの在庫がある場合があり
ます。経費節減の観点から、在庫がなくなるまでは、旧組織名が印刷された封筒、はがきなどを使うこととして
います。ご理解とご協力をお願いします。

新設1課（学校施設課）
廃止1課（農商工連携室）
名称変更1課（経営戦略課⇒財務課）

新設5係
廃止6係
名称変更5係

課など

係など

経営所得安定対策

①米に対する助成
【対象】生産数量目標（転作）を達成した農業者
【米の直接支払交付金】 10a当たり7,500円

【交付額】作物ごとに設定された交付単価により、収量・
　　　　 品質に応じて交付

②水田活用の直接支払交付金
生産数量目標（転作）の達成・未達成は問いません。

③畑作物の直接支払交付金
【対象作物】麦・大豆・ソバ・菜種

・麦、大豆、飼料作物／ 10a当たり35,000円
・ＷＣＳ用稲／ 10a当たり80,000円
・加工用米／ 10a当たり20,000円
・飼料用米、米粉用米／収量に応じ、10a当たり55,000円～105,000円
【二毛作助成】10a当たり15,000円
【耗畜連携助成】10a当たり13,000円
【産地交付金】10a当たり一般作物15,000円以内

【戦略作物助成】

環境保全型農業直接支援対策

①化学肥料、化学合成農薬の５割低減の取り組みと、この取り
組みの前後のいずれかに緑肥などを作付けするもの… 10a当
たり8,000円
②化学肥料、農薬を使用しない有機農業… 10a当たり8,000円
(ただし、ソバなどの雑穀や飼料作物は10a当たり3,000円)
③化学肥料、化学合成農薬の５割低減の取り組みと、堆肥施用
を組み合わせたもの…10a当たり4,400円
④化学肥料、化学合成農薬の5割低減の取り組みと、総合的病
害虫雑草管理(IPM)の実践を組み合わせたもの… 10ａ当たり
8,000円

※生産は水田・畑を問いません。ただし、麦・大豆・ソバ
は、検査を受けることが必須です。

　次のいずれかの取り組みを行っている場合に、交付
金を支払います。 (a＝アール）

［問］農業振興課(☎21-1781)または、九州農政局宮崎地域センター (☎22-3184) ［問］人事課　行政改革推進室　☎21-1722

［問］納税管理課　☎21-1741

納
期
限
経
過
後
20
日
以
内
に
督
促
状
を
送
付
。

督促

納
付
が
な
い
場
合
、
催
告
書
を
送
付
。

催告

金
融
機
関
、
勤
務
先
、
取
引
先
な
ど
に
対
し

調
査
を
実
施
。

財産
調査

差押
捜索

公売

差
し
押
さ
え
た
財
産
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

オ
ー
ク
シ
ョ
ン
な
ど
で
現
金
化（
本
年
度
も
開

催
予
定
）。

不
動
産
や
預
貯
金
な
ど
の
差
押
え
、
住
居
な

ど
の
捜
索
に
よ
る
動
産
の
差
押
え
。

納
期
限

滞
納
し
て
い
る
税
に
充
当

NEW

NEW

NEW

NEW

NEW

NEW

NEW

NEW

NEW

べ
ん   

た
つ

1

234

※なお、①・③・④の対象者は、エコファーマーに限ります。


